
北海道告示第11162号

北海道が令和４年度において補助金等を交付する事務又は事業、補助対象経費、補助率等を次のとおり定める。

また、次の表に掲げる事務又は事業に係る補助金等の交付決定、補助金等の額の確定その他補助金等の交付に関する権限は、それぞれ同表の補助金等交付に関する権限の委任欄に

掲げる職にある者に委任する。

令和４年９月14日

北海道知事 鈴木 直道

（保健福祉部所管 その12）

補助金等を交付する事 交 付 申 請 書 の 提 出 部
補 助 金 等

務又は事業の名称及び 補助対象者 補助対象経費 補助率等
交付申請書に添付す 実績報告書に添付す

数、提出期限及び提出
の 交 付 に

摘要

その目的又は趣旨 べき関係書類 べき関係書類
先

関 す る 権

限の委任

１ 北海道医療給付事 市 町 村 又 北海道医療給付事業に ２分の１以内 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 提出部数 １部 総 合 振 興

業補助金 は 広 域 連 合 必要な経費のうち、次に （夕張市につ 保福第１の20号様式 保福第58号様式 提出期限 別に指示す 局 長 又 は

重度心身障がい 掲 げる も の いては、10分 保福第57号様式 る日 振興局長

者、ひとり親家庭等 (1) 医療費 の10） 提出先 総合振興局

の母又は父及び児 ア 重度心身障がい者 又は振興局

童、乳幼児等の健康 （精神障がい者につ （寄附金その の保健環境

の保持と福祉の増進 いては入院に係るも 他の収入金が 部保健行政

を図るため、予算の のを除く。）に係る あるときは、 室又は地域

範囲内において補助 医療費から別に定め 補助金の額の 保健室

する。 る受給者負担額、食 算 定 に 当 た

事療養標準負担額、 り、当該寄附

生活療養標準負担額 金その他の収

及び附加給付の額を 入金の控除等

控除した額に、別に を行う。）

定める年間の高額療

養費に相当する額を

加えた額

イ ひとり親家庭等の

母又は父及び児童に

係る医療費（母及び

父については、入院

及び指定訪問看護に



係るものに限る。）

から別に定める受給

者負担額、食事療養

標準負担額、生活療

養標準負担額及び附

加給付の額を控除し

た額に、別に定める

年間の高額療養費に

相当する額を加えた

額

ウ 乳幼児等に係る医

療費（満６歳に達す

る日（誕生日の前日）

後の最初の４月１日

から満１２歳に達す

る日（誕生日の前日）

以後の最初の３月３

１日までの者につい

ては、入院及び指定

訪問看護に係るもの

に限る。）から別に

定める受給者負担額、

食事療養標準負担額

及び附加給付の額を

控除した額に、別に

定める年間の高額療

養費に相当する額を

加えた額

(2) 事務費（報酬、職員

手当等、共済費、旅費、

需用費（消耗品費及び

印刷製本費に限る。）、

役務費、委託料、使用

料及び賃借料、備品購

入費、負担金に限る。）



(3) 調査（審査）支払手

数料（役務費（手数料

に限る）及び委託料に

限る。）

(4) 請求事務取扱手数料

（役務費（手数料に限

る）及び委託料に限

る。）

(5) システム改修費（役

務費、委託料、使用料

及び賃借料、負担金に

限る。）

２ 医療的ケア支援事 市町村（札 医療的ケア支援事業に ２ 分 の １以 内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

業 幌市、旭川市 必要な経費（扶助費） 保福第１の 16号様式 保福第１の 30号様式 提出期限 別に指示す

日常的に医療的ケ 及び函館市を （ 寄 附 金そ の 保福第１の 18号様式 保福第１の 31号様式 る日

アを必要とする障が 除く。） 他 の 収 入金 が 保福第１の 20号様式 保福第249号様式 提 出 先 保健福祉部

い児（者）について、 あ る と きは 補 保福第249号様式 保福第250号様式 福祉局障が

社会活動への参加を 助 金 の 算定 に 保福第250号様式 別に指定する様式 い者保健福

確保するため、訪問 当 た り 、当 該 別に指定する様式 祉課

看護ステーション等 寄 附 金 その 他

の看護師を活動場所 の 収 入 金の 控

へ派遣することによ 除等を行う。）

り、障がい児（者）

の福祉の増進を図

る。


